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の歪みゲージは梁端部とせん断補強筋に貼付した。パラ

メータは載荷履歴であり、(1)地震時の応答履歴(以下、

本震・余震載荷)、(2)左右均等な定変位繰返し載荷(以

下、両側定変位載荷)、(3)一方向に片寄った定変位繰返

し載荷(以下、片側定変位載荷)、(4)±5、±10、±20、

±30、±40、±50×10-3rad.の漸増繰返し載荷(以下、漸

増載荷)とする。 

文献2)において曲げ降伏する梁部材の安全限界点を特

定し、安全限界履歴吸収エネルギーを算定した。その結

果に基づき図1に梁部材における各種限界状態の吸収エ

ネルギーモデルと吸収量の推定式を提案する。提案する

手法は文献1)に示したエネルギー吸収モデルを修正した

ものである。使用限界点は弾性範囲内にあると仮定した

ため、繰返し数によらず吸収エネルギー量は一定である。

1サイクル目の塑性歪み吸収エネルギーは、地震時応答

変位の片寄りが大きい場合と、左右ほぼ均等である場合

とに分けて算出する。図中のαは1サイクル目の塑性歪

みエネルギー吸収の効率係数で、規則的載荷試験体5体

の1サイクル目のエネルギー量の実験値より逆算した。

次に2サイクル目以降のエネルギー量Enを算出する場合、

繰り返し履歴吸収エネルギー性能を表すループ面積係数

ξは2種類提案した。具体的には、文献2）で検討した各

試験体のξと、塑性率μ及び繰返し数NDの関係を線形

近似し、本震を受ける前に損傷を受けたことを想定した

ξdは漸増載荷の実験値より、損傷を受けてないことを

想定したξnon-dは両側、片側定変位載荷の実験値より

以下の式で算出する。

ただし、ξnon-dの値がξdを下回る場合はξdの値を

用いる。その結果得られるξ-μ関係を図2に示す。図中

の点は実験値で黒丸は漸増、白丸は定変位の結果である。

図より、式(1)及び(2)は実験値の下限値を定めているこ

とが分かる。ここで提案した式(1)及び(2)より、ある塑

性率におけるエネルギー吸収性能が分かるため、地震時

の繰返し載荷を考慮した安全限界変形(塑性率)を定め、

上式を用いて本震載荷試験体の安全限界吸収エネルギー

の算定を行う。その際、文献2)で定めた安全限界点に至

るまでに経験した正負の最大変形の平均値を用い、ξは

本実験結果(本震と漸増(2)との相関性が高い結果)より

損傷有りのξdを用いた。その結果を図3に示す。図より

NDを大きく想定した安全限界吸収エネルギーの計算値

は、本震載荷時のそれと相関性があり、本計算式は概ね

精度良く部材の安全限界吸収エネルギーを評価できたと

言える。
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図 1 エネルギー吸収のモデル化 

図 2 塑性率とエネルギー吸収性能係数との関係

図 3 安全限界履歴吸収エネルギーの精度検証 

Ⅰ－４ 建築構造物の災害後の機能維持／早期回復を目指した
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［研究目的及び経過］ 

平成 17 年度の研究課題「次世代型構造性能評価体系

の実用化モデルに関するフィージビリティスタディ」に

おいて、筆者らは地震直後の建築物が有する事業継続性

能の把握、現行の構造設計体系に関する構造技術者の認

識の抽出を行い、構造設計体系において機能性や修復性

の評価を位置づけるための基礎的な諸知見を得た 1)。こ

の成果を踏まえて本課題では、地震直後の機能回復の程

度を評価する構造性能として「機能回復性」に着目し、

筆者らが提示する「機能回復性」評価のための枠組 2)を

実務的な観点から検討した。そして、その検討された枠

組に基づく試評価による技術的な検討を行い、そこで必

要となる修復期間／修復費用等に関する調査を実施した。

［研究内容］

建築構造物の地震後の機能維持／早期回復を目指し

た構造システムを構築する上で現状不足していると考え

られる技術的な項目や今後実施すべき課題を明らかにす

るために、以下の検討を行った 3)。

(1) 「機能回復性」評価のための枠組の実用化の検討

 既往の構造性能評価体系(新構造総プロ等）における

位置づけや事業継続性との関係の検討も含めた「機能回

復性」評価のための枠組の検討を行った。

(2) 代表的な用途の建築物を対象とした試評価

 修復方法、修復期間及び修復費用に関する知見やデー

タを既往の資料等から収集し、平成 17 年度に検討した

5 つの用途(事務所、工場・倉庫、病院、公共建築、集

合住宅）のうち可能なものについて、収集された修復に

関する既往の知見やデータを用いて、「機能回復性評価

のための枠組」に基づいた試評価を行う。

［研究結果］

(1) 「機能回復性」の評価方法 「機能回復性」を評価

するための修復費用と修復期間を算出する方法として、

2 通りの考え方を以下に示す。

① 方法 1 対象とする部位ごと(構造躯体、内外装、設

備機器）の建設工事費率と被害の状況に応じた修復工事

費比率を用いて、初期建設費用に対する修復工事比率を

算出する。また、各部位の修復期間のうち最も長期間の

ものを当該建築物の修復期間とする((1)､(2)式参照）。

(1)

(2)

ここで、 Rt：修復工事費比率，Ri：各部位の建設時工事

比率，Di：各部位の被害状態(大破，中破，小破，軽微

な被害，無被害），βi：各部位の被害状態に応じた修復

工事費比率，Tt：修復期間， Ti：各部位の被害状態に応

じた修復期間である。

② 方法 2 部位ごとの再調達価格、標準修復期間にそ

れぞれ損傷度を乗じて当該部位の修復費用と修復期間を

求める。そして、それらの値にそれぞれ仮設費用等を考

慮した補正係数、各部位の修復が並行して実施されるこ

とを考慮した低減係数を乗ずることによって、当該建築

物全体の修復費用と修復期間を求める((3),(4)式参照）。

(3)
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(4)

ここで、Ct：当該建築物全体の修復費用、di：各部位の

損傷度(0～1.0），C0i：各部位の再調達価格，cd：各部

位の修復に要する仮設費等を考慮した補正係数，Tt：当

該建築物全体の修復期間，T0i：各部位の標準修復期間，

cr：各部位の修復が並行して行われることを考慮した低

減係数 である。なお、(3),(4)式では簡単のため、修復

費用と修復期間は各部位の損傷度 di の線形和で表され

ると仮定した。

(2) 事務所を対象とした「機能回復性」の試評価 ここ

では、例題として 5 階建て事務所(減衰定数 0.03，一次

固有周期 0.5s，降伏せん断力係数 0.3）を取り上げて、

上記の方法 1 による「機能回復性」試評価の概要を示す。

想定する地震レベルは震度 6 強～7 程度(総入力エネル

ギーの速度換算値を 150kine と仮定）である。修復期間

レベルは T1(3 日以内）､ T2(3 週間以内）､ T3(3 ヶ月以

内）､ T4(3 ヶ月以上）と設定し、各部位の建設時工事

費比率、修復工事費比率はそれぞれ表 1,2 の通り仮定す

る。最大応答加速度と最大応答層間変形を略算して、そ

の応答結果から表 3 のように各部位の被害状況と修復期

間を想定した。

以上の結果をもとに得た各部位の評価結果を表 4 に示

す。(1), (2)式に従えば、初期建設費に対する修復工事

費比率 Rtは 0.36、修復期間は T4(3 ヶ月以上）となる。

(3) 「機能回復性」を考慮した新構造システム構築への

今後の課題 今後、建築構造物の地震後の機能維持／早

期回復を目指した構造システムを構築するためには、既

往の災害復旧等に関するデータの収集を行うほか、構造

部材／非構造部材を対象とした実大の構造実験による損

傷状態の把握を通して、上記の試評価を通して明らかに

なった現状不足している技術的な項目(表 1～3 で仮定し

た諸比率や応答に応じた損傷状態の評価等）を明らかに

していく必要がある。
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表 1 各部位の建設時工事費比率

部位 建設時工事費比率 

構造躯体 0.25 

窓ガラス 0.10 
外装材

壁面 0.15 

天井 0.05 

内壁 0.05 内装材

その他 0.05 

空調衛生機器 0.15 

配線・配管 0.10 設備機器

昇降機 0.10 

表 2 被害状況に応じた復旧工事費比率

部位 大破 中破 小破 軽微

構造躯体 0.50 0.20 0.05 0 

窓ガラス 0.50 0.20 0.05 0.01 
外装材

壁面 0.50 0.20 0.05 0

天井 0.50 0.20 0.05 0.01 

内壁 0.50 0.20 0.05 0内装材

その他 0.50 0.20 0.05 0

空調衛生機器 0.50 0.20 0.05 0.01 

配線・配管 0.50 0.20 0.05 0.01 
設備

機器
昇降機 0.50 0.20 0.05 0.01 

表 3 応答に応じた被害状況と修復期間の想定
（窓ガラス、壁面、天井の例）

応答 

部位 層間 

変形角 

応答 

加速度 

被害

状況

修復

期間

1/400 以上 小破 T1 

1/200 以上 中破 T2 窓ガラ

ス
1/100 以上 大破 T3 

1/400 以上 小破 T1 

1/200 以上 中破 T2 

外装

材

壁面

1/100 以上 大破 T3 

0.6G 以上 小破 T1 

1.0G 以上 中破 T2 内装

材
天井

1.5G 以上 大破 T4 

表 4 各部位ごとの評価結果

部位 Ri Di βi Ti
構造躯体 0.25 大破 0.50 T4 

窓ガラス 0.10 大破 0.50 T3 
外装材

壁面 0.15 大破 0.50 T3 

天井 0.05 中破 0.20 T2 
内装材

内壁 0.05 大破 0.50 T3 

空調衛生機器 0.15 中破 0.20 T2 

配線・配管 0.10 中破 0.20 T2 
設備

機器
昇降機 0.10 中破 0.20 T2 
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